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1 は じ め に

産業革命がなぜ18世紀後半のイギリスで起こったのか｡ イギリス産業革命の背景や原因を

めぐっては, 古くから幾多の議論が交わされ, いまにいたるまで多くの研究者の関心を引き

続けている｡ ジョエル・モキィアはその背景を説明するにあたり, 通常は経済学的には ｢外

生因｣ とされ, それゆえ積極的な言及が避けられてきた啓蒙主義という ｢思想｣ をその中心

に置いた｡ イギリス産業革命をめぐっては, ここ10年ほどの間にも続々と注目すべき研究成

果が公にされ, アプローチの多様性を競っている感もあるが, モキィアの研究はその代表的

なものであり, 批判的立場の研究者も含めて, 生産的な論争を引き起こしている｡ 本稿はイ

ギリス産業革命の背景としてのモキィアの産業的啓蒙主義論を取り上げるものである｡ 以下,

第 2節で産業的啓蒙主義の概要を説明し, 第 3節で従来の産業革命論についてのモキィアの

見解を要約したあと, 第 4節でモキィアの議論についての同意的ならびに批判的言及につい
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J. モキィアはイギリス産業革命の背景を説明するにあたり, ｢産業的啓蒙主義｣

の概念を提起した｡ 産業的啓蒙主義とは, 物質的進歩や経済成長は, 自然現象につ

いての人間の知識が増大し, この知識を生産に適用する人々がそれにアクセスする

ことで達成されるとする啓蒙思想のことである｡ 18世紀のイギリスではそのような

アクセスを可能にするような情報交換のネットワークが整備されており, それが知

識の交流と伝達を促進した｡ 本稿はモキィアの産業的啓蒙主義の議論の概要を紹介

し, それを中心に彼の産業革命論の性格について考察するとともに, 産業的啓蒙主

義論にかんする批判的言及も取り上げることにより, その意味するところを論じよ

うとするものである｡
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て (モキィアによる再応答もふくめて) 検討し, 結論へとつなげたい｡ なお, 本稿は2013年

の拙稿 (本誌第207巻第 1 号) に続くイギリス産業革命論のサーヴェイとなるが, あくまで

もモキィアの議論をめぐる研究ノート的な試論 (私論) にとどまる｡

2 モキィアの ｢産業的啓蒙主義｣ 論について

まずモキィアの ｢産業的啓蒙主義｣ について, 要約的に説明しておこう｡ 産業と啓蒙主義

を結合させ, その用語に学術的 ｢市民権｣ をあたえたことは, モキィアのもっとも大きな功

績のひとつであろう｡ 従来 ｢啓蒙主義｣ をそれ以降の経済発展と結びつけて論じた著作が少

なかったことが, 彼の問題意識の発端となっている｡ 通常の用法での啓蒙主義は, 英仏の市

民革命に代表されるような政治的・制度的近代化を目的とする合理主義的思想, あるいは宗

教的蒙昧や迷信にとって代わる自然科学的考察と結びつけられる｡ しかし, 彼によれば, 啓

蒙主義のもうひとつの側面, つまりより多くの富が生み出されることにより人々の福利水準

を大幅に改善することに貢献したという事実を重視しなければならない｡ 啓蒙主義は政治的・

思想的貢献よりも, じつはこの点でもっとも功績をあげたとみている｡
1)
一方で, 経済学者は

産業革命の背景を説明するにあたり, 生産要素や流通, 貿易など経済活動にとって ｢内生的｣

要因を強調することが多く, たとえば知的伝統などはさほど重視されてこなかった｡ しかし

モキィアは ｢外生的｣ 要因としての啓蒙主義を, 経済発展に結びつける｡ ここでいう ｢産業

的啓蒙主義｣ とは, 物質的進歩や経済成長は, 自然現象についての人間の知識を増大させ,

この知識を生産に適用する人々がそれにアクセスすることで達成されるとする啓蒙思想と定

義される｡
2)

イギリスの産業革命については, 少なくとも19世紀半ばごろまでの時期までは, 発明と科

学的知識との直接の結びつきは弱く, 発明や技術革新は主として生産現場での工夫と改良に

よって生み出されたものと理解されることが多い｡ このような理解はおそらく産業革命の研

究とともに古いと言えるかもしれない｡ 遡れば P. マントーは産業革命の諸発明を18世紀と

19世紀で区別し, 19世紀 (第二期) については科学の応用という性格が強まっていくことを

認める一方で, 18世紀 (第一期) の発明と科学とのつながりを否定した｡ つまり, その時期

にはすべての技術的問題は, 理論的知識を持った人間が解決する問題になる以前に, 克服す

るべき困難とそれがもたらす物質的利益として現場の人間に投げかけられたのである｡
3)
むろ

ん, ランデスの著作に代表されるように, 長期のヨーロッパの技術革新と科学の発展との関

係を包括的にとらえる必要があるという視点は共有されている｡ モキィアの研究もそのよう

な流れに掉さしたものと捉えることもできるが, ｢産業的啓蒙主義｣ の概念は, それらとは

異なる彼独自の方法と内容で構成されている｡ ここでは, その特徴を三点に整理して解釈し

てみたい｡
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(１) 科学と発明を結びつける媒介項として, モキィアは知識を二つの種類に分けている｡

ひとつは自然現象や法則にかんする命題的知識 (propositional knowledge), もうひとつは規

範的知識 (prescriptive knowledge) である｡ 彼は前者をΩ型知識, 後者をλ型知識とも呼ん

でいる｡ 彼によればこのふたつは, 通例の ｢科学｣ と ｢技術｣ との区別とは大きく異なって

おり, ｢理論｣ と ｢実践的知識｣ との区別とも違う｡ 命題的知識についてはこう説明される｡

知識は個人の頭脳に ｢所有｣ されるか, 何らかの形で ｢貯蔵｣ されている｡ 個人にとっては,

別の個人の知識は貯蔵と同様である｡ 命題的知識の総量はそのようにして所有・貯蔵されて

いる知識全体を意味する (たんなる科学的知識以上のものが含まれている)｡ したがって,

新たな発見とは, このセットにある一つの知識が付加されることを指すのであり, だれか一

人の知識が増えれば社会の知識は追加される｡ 学習や伝搬は, ある個人から別の個人へ既存

の知識が移転されることと定義することができる｡ ここでは社会の構成員に知られているか,

あるいはなんらかの形でアクセス可能になっているような技術の総体がλ型知識のセットと

されている｡ より具体的には, 命題的知識は, 経済活動が行われるにあたって利用される技

術類の基盤を提供することになる｡
4)

この二種の知識の関係を軸にすれば, 1750年以降つまり産業革命期における技術的知識

(上記の規範的知識) の変化は, 三つのプロセスが考えられる｡ 第一に命題的知識 (Ω型知

識) 内で自然についての何らかの発見があり (この場合は経済的要因というよりも好奇心に

よることもあるが), それが発明や技術的進化を誘発する｡ つまり命題的知識から技術的知

識への一方向的な作用ということになる｡ 第二に, 命題的知識と規範的 (技術的) 知識の両

方で変化があり (つまり内容がより豊かになるかお互いアクセスしやすくなるかなど), 両

者の交流や相互作用がいっそう促進される場合, 後者の知識が刷新されることにつながった｡

たとえばジェニー紡績機をとっても, なぜ実際より百年前に発明されなかったかを見てとる

のは難しい｡ しかし, その原理がいったん命題的知識のカタログに記されれば, 次なる発明

者はそのカタログにアクセスして応用することができる｡ クロンプトンのミュール紡績機は,

まさにこの例に該当する｡ 産業革命においては命題的知識の絶対量の大きさよりも, それへ

のアクセスのほうが重要であった｡ 第三は, 技術から認識論的知識へのフィードバック, つ

まり概念や原理に基づく技術革新だけではなく, 新しい道具や技術が特定の科学上の革命に

つながるケースである｡ 蒸気機関がその典型的事例となろう｡ 蒸気機関の発明は熱力学の法

則の確立につながり, 顕微鏡を改良することにより微生物学へも貢献した｡ このようなフィー

ドバックこそが, 技術進化を散発的ではなく持続性をもったものとしたのである｡
5)

(２) 上記二種の知識の交流や相互作用は, 当時情報交換のネットワークが整備拡大される

ことによりますます促進された｡ イギリスの場合, 公共教育機関の整備と普及では大陸諸国

に遅れをとったが, モキィアはそれを補って余りあるような多種多様の情報伝達ルートの存
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在を強調している｡ たとえば, 科学や技術にかかわる内容の公開講座 (popular lecture) は

多くの聴衆を集めた｡ その会場を提供したのは, ルナー協会のような著名な団体はもちろん

のこと, ブラッドフォードやハルなど地方都市の全国的には無名の協会・団体を主催者とし

て盛んに行なわれていた｡ さらにフリーランスの講演者がコーヒーハウス (場合によっては

居酒屋やフリーメーソンの支部集会所でも) を舞台として語りかける会も人気が高く, 聴衆

はそこで実演されたポンプや振り子を用いた実験を息もつかずに凝視していた｡ モキィアは

このような, いわば草の根の催しが知識の伝達において大きな役割を果たしたことを重視す

る｡
6)

出版物の増加もこのネットワーク拡大の欠かせない一端を担った｡ イギリス国内で出版さ

れた書籍数は1701年から1710年の数と1790年から1799年とを比べると三倍に増え, うち科学,

技術および医学にかかわる書籍はこの間に5.5％から9.0％に増えた｡ 書籍だけではなく, 科

学ないし技術の事典や要約本, 定期出版物, 刊行記事といった形で, 医学, 農学, 工業器具,

ポンプ, 水車, 電機, 漂白についての夥しい数の出版物が出回るようになった｡ もちろん,

従来の経済史では出版物などの役割に注目が行かなかった理由は, 誰が読んでいたのか, ま

たそれからどれほどのメリットを得られたのか, 確定が困難だったからでもある｡ そして実

際に生産の現場で必要なのは, 体系化された知識だけではなく, たとえば親方から徒弟に伝

えられる ｢暗黙の｣ 知識だった｡
7)
さらに最先端の技術的達成は, 時代を代表するような発明

家や技師と自然科学界の碩学との交流によるところが大きい｡ ゆえに書籍の刊行だけでなく

公共的組織やアカデミーの存在により, それが補完されることになった｡ なおバーテンとファ

ン・ザンデンの2008年の論文は, モキィアの研究からも刺激を受けるかたちで, イギリスを

はじめとするヨーロッパ 8か国を対象に, 中世後期以降の書籍の出版数と長期的経済成長が

ほぼ相関関係にあったことを実証し, 人的資本の育成に書籍が貢献したことを示したもので

ある｡
8)

上記の多くの各種組織や協会がこのような役割を果たすことで産業的啓蒙主義の有力な担

い手となったが, モキィアがその活動をもっとも評価している組織のひとつが工芸振興協会

(the Society for the Encouragement of Arts, Manufactures and Commerce, 略称 the Society of

Arts) であった｡ この団体は1754年に創設され, 1760年代にはすでに会員数は2,000人を超

え, 国内でも最大規模の団体になっていた｡ 設立当初, 協会はさまざまな分野で貢献度の高

い発明を表彰することを目的としていたが, しだいにその活動を技術開発の促進・普及のた

めの講演会開催, 専門誌の発行, 最新の工業製品の展示会の開催等に広げていった｡
9)
優秀な

発明にたいしては賞金が賦与され, 1754年から1784年の間に6,200の発明がその対象となっ

た｡ 一方で協会は何人も有益な知識から排除されるべきではないという信念から, 特許制度

をある種の独占とみており, 1854年にいたるまで, 特許を取得した者は表彰の対象から外し,
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また表彰を受けた者には特許を申請しないよう要請した｡ モキィアによれば, これは特許の

排除というよりは制度的な補完として機能した｡ 同協会はまた, 地方の諸団体のモデルとな

るような種々の雑誌や紀要を発行し, さらに技師と科学者, 実業家の間の交流と情報交換の

ネットワークを整備することに貢献した｡
10)

(３) 次々節でみるように, 産業的啓蒙主義を批判的に検討したアレンと同じく, モキィア

も産業革命期の発明をマクロ・レベルの発明とミクロ・レベルの発明とに区別している｡ マ

クロの発明とは, 蒸気機関や紡績機に代表されるような, 生産性上昇を実現する突破口になっ

た革新的な発明をさす｡ いっぽうミクロの発明は, マクロ発明を改良したり適用範囲を広げ

たりする重要な発明を意味する｡ 産業革命期の多くの発明は, 既知の技術の部分的・追加的

改良に関わるものであり, いわば原理と実用性のギャップを埋める役割を果たしたが, 長期

的にはそのようなミクロ発明の積み重ねによって生産性が大きく上昇し, 製品の質が著しく

改善し, 燃料や材料をいちだんと節約することにつながったのである｡ それと同等に重要な

のが, 数ははるかに少ないマクロ発明であり, 過去とは断絶的に飛躍した新機軸を打ち出す

ことによりまったく新しい技術的進路を拓く, 劇的な出発点となるものである｡ マクロ発明

に求められる三つの要素をあげるとすると, 新規性, 実現性 (workability), そしてさらな

る改良へのポテンシャルである｡ たしかにまったく新たな発明が最初から生産の場で稼働可

能なわけではなく, 追加的なミクロ発明によって修正され調整される必要がある｡ しかし,

マクロ発明行為による ｢跳躍｣ がなければ, 一連の追加的改良のプロセスは既存の技術的パ

ラダイムの枠内で収穫逓減に陥り, やがては放棄されることになりかねない｡
11)

アレンによればマクロの発明の担い手となったのは, J. ウェッジウッド, J. スミートン,

T. ニューコメン, J. ウォット, A. ダービー, H. コート, J. ハーグリーブス, R. アークライ

ト, S. クロンプトン, E. カートライトの10人であり, この認識はモキィアもほぼ共有して

いる｡
12)
モキィアの論点は, こういった発明家たちが, 科学者や知的・啓蒙的サークルとのつ

ながりを持つことによって, 上述の二種の知識の交流における媒体の役割を果たしたことで

ある｡ ただし, これは数値的に検証するような方法にはそぐわないものであることも強調し

ている｡ いっぽうアレンは, ミクロの発明家のほとんどは言うにおよばず, マクロの発明家

についてもそのようなつながりが明確に立証できるケースはごく限られた数であることを指

摘した｡
13)
ウェッジウッドはその典型的な人物であろう｡ モキィアは, ラヴォワジェやプリー

ストリーら当時の著名な科学者と交誼を結び, 科学に関わる文献を読みふけり, 何千回の実

験を厭わなかったウェッジウッドを, ｢産業的啓蒙主義の体現者｣ とみている｡ 数の上では

たしかにウェッジウッドの例は非典型的かもしれないが, むしろそのような非代表性こそが

ここでは重要なのである｡ なぜなら, 彼のような人物がいったん問題を解決し, それを規範

的知識として ｢記録｣ すると, 他の者は命題 (認識論) 的知識がなくとも追随できるからで
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ある｡ 言い換えれば, 知識の進化の過程において平均性はさほど意味がなく, まさにウェッ

ジウッドのような特定の少数者がそのプロセスを牽引するのである｡ モキィアはこれを知識

の進化論的性質と呼んでいる｡ 言うならば環境の変化が眠っている知識を活性化させたり,

新しい環境に適応した情報を表現する技術をセレクトすることさえある｡
14)
このような発想は

モキィアの産業的啓蒙主義論を理解する上でのカギとなろう｡

3 モキィアとイギリス産業革命論

このようにモキィアの産業的啓蒙主義の議論は従来の産業革命研究の多くの論点にかかわ

り, その多面的な見直しをせまるものであるし, じじつ彼自身, それらの論点を取り上げて

批判的に検討している｡ 本節では, 軍事財政国家論, 制度論のアプローチ, そして生産要素

価格差説を対象にモキィアの主張をみてみよう｡

(１) 名誉革命を契機として, 議会が予算の歳入と歳出をコントロールする近代的な財政制

度が導入されたという見解がある｡ P. K. オブライエンらは, 18世紀の徴税システムとそれ

を基盤とする軍事支出がイギリスの経済成長に貢献したとする, 軍事財政国家論を展開し

た｡
15)
最近公刊されたW. J. アッシュワースの著作においても, 国内産業の発展にあたってイ

ギリス国家が中心的役割を果たしたことが強調されている｡ 彼によればイギリスの産業的飛

躍は, (モキィアの言うような) 技術革新や生産性の優越を促進したとされる産業的啓蒙主

義の新しい科学の産物ではなく, また (アレンの) 高い労働コストや自由主義的文化の勝利

によってもたらされたものでもない｡ それはむしろ反自由主義的手段と分類されるべき長期

の慣行から生まれたものある｡ その慣行とは, 国家の保護主義と規制, 戦争, 植民地開拓,

そして (高い税負担を通じての) 労働者の搾取である, という｡
16)
モキィアは, こういった軍

事財政国家論についても実態と因果関係の綿密な検討が必要としている｡ すなわち, これら

の要素がイギリスの貿易量を増加させたのか, あるいはすくなくともイギリス商人に有利に

作用したのか｡ そして, こういった変化が, 資本蓄積などを通じてさらなる成長にフィード

バックされたのか｡
17)
たしかに歳出の状況は, 交戦中は戦費が大半を占め, 次に多いのが政府

負債へのファイナンスであった｡ 平和時は民生支出がやや上回るが, それでも全体の20％を

超えることはなく, 政府債もほとんどが戦費の穴埋めだったため, イギリス政府はまさに戦

争国家を運営していたように見える｡ しかしモキィアは, こうした見方は誤解を招きやすい

とみる｡ イギリスの場合, たとえばインフラの整備や管理はすべて地域レベルで行なわれ,

民生にかかわる多くのことも同様であった｡ 膨大な戦費の支出が商業の拡大にとってどの程

度効果的だったかは, メリットとデメリットの双方があり, 明言できない｡
18)

歳入についても, イギリスの場合いくつかの特徴があった｡ まず18世紀に関しては, アッ

シュワースの指摘のように国民の平均的税負担はきわめて重かった｡ 国民所得に占める税負
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担の割合は, 名誉革命直前は 3～ 4％であったが, 1715年までに10～11％に上昇し, 高水準

を保ち, 1810年までには18％に達した｡
19)
もうひとつの特徴として, これも18世紀を通じて消

費税と関税収入で歳入の三分の二を占めていた｡ とくに所得逆進性を持つ消費税の割合が高

く, 税負担という点で富裕層は有利であったが, 大陸諸国の事例のように彼らが税金から免

れるようなことはなかった｡
20)
ここでアッシュワースの数字を借りると, 紙の消費税収入は

1795年には133,000ポンドだったのが1825年には570,000ポンドに達し, 生産費用に占める税

金の割合は著しく上昇した｡ 革製品からの消費税は1800年に250,000ポンドだったのが1825

年には605,000ポンドに急増, この間にガラスからの消費税もほぼ同じ規模で増加した｡ 石

鹸は1816年には重量ポンドあたり 6シリングとなっていたが, これはほぼ製品価格の100パー

セントの税率であり, 1815年の税額は747,759ポンドにのぼった｡ この石鹸に蝋燭, バリラ

製ソーダ灰, テレビン油を加えると税金コストは製品の120から130パーセントになった｡
21)
し

かしアッシュワースが注目しなかったことは, イギリスでは国民の消費生活に市場経済が広

く浸透しており, 消費市場が活性化していたという事実である｡ 広い階層の消費者が, 生活

必需品だけでなく必ずしも生活に最低限必要とはいえないもの, タバコ, サイダー, 絹の靴

下, 砂糖, トランプ, 石鹸などを積極的に購入していた｡ これらの商品はすべて消費税の課

税対象品であった｡ つまり, イギリスの効率的で円滑な徴税システムを可能にしたのは, 英

国人の日常生活に深く浸透していた商業的市場経済であった｡ 支払い能力があり, 重税によ

る ｢反乱｣ など起こさない多数の中間層消費者が存在していたために ｢消費税｣ 体制が機能

していたのであり, その意味では財政革命は勤勉革命により可能になったと言っても良い｡
22)

はたして, 効率的な財政・官僚制度がイギリス経済の成長や変革に貢献したのか｡ もし資

金が初期投資や研究開発あるいは教育等に投じられた場合はそのつながりは明白であるが,

イギリスでは軍事支出 (およびそのための借り入れ利子の返還) にあてられた｡ もちろんそ

れにより広大な帝国を築くことが可能となり, そのこと自体は通商活動には有利に作用した｡

とすれば, 因果関係はオブライエンらの指摘とは逆ではないのかとモキィアはみる｡ つまり,

イギリス経済が成長し, 人口や税収が増えたからこそ政府は戦争を成功裏に戦えたのであり,

技術革新あってこそイギリスの軍隊は効率的かつ安価な武器で戦うことができたのである｡

その成長を支えたのは, 市場経済でありむしろ ｢非中央集権的｣ 体制であった｡
23)

(２) ノースやトーマスに代表される ｢制度学派｣ は, イギリスの産業革命が, 周到に整備

された所有権と, それに立脚した効率的な経済組織によって促進されたことを強調する｡ モ

キィアは, もちろん所有権が経済成長にとって重要なことは認めるが, 所有権の仕組み自体,

階層中立的なものではない｡ じっさい当時権限を持つ者はエスタブリッシュメント以外の財

産を守る気はなく, それどころか所有権の侵害や剥奪も珍しくなかった｡ しかしそれが独占

や特権, 伝統的慣習といったような既得権益の障害物を除去することにも向けられた結果,
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一種の創造的破壊につながったのである｡ その点で, 18世紀のイギリス議会は, 他国では見

られないような ｢柔軟性｣ をあたえられていたとみるべきである, という｡
24)
それゆえ, たん

に経済的発展に導くような性質の制度を有していたかどうかよりも, 状況が変化したときに

制度も変わりうる敏捷性を備えていたかどうか, つまり必要が生じたときには相対的に安い

コストで対応可能な柔軟な制度であったかどうかが問題である｡ イギリスの ｢名誉革命体制｣

はそのような敏捷性と適応力を備えたものであった｡
25)

特許制度に代表される知的財産権も, 制度学派においては重視されており, とくにイギリ

スの技術革新を促すにあたってもっとも不可欠なもののひとつとされた｡ たしかにイギリス

の特許制度は, すくなからぬ欠陥を有しながらも相対的に優れた制度であったし, 潜在的発

明家にも成功の可能性とそれによる成果の期待を抱かせた点で広い意味での貢献があったこ

とは間違いない｡ しかしそれが他国と比較してイギリスに際立った優位をあたえていたとま

では言えない｡ むしろ人一倍特許の恩恵にあずかった J. ウォットのような成功例が, 他の

多くの潜在的成功者たちの芽を潰した面もある｡ 特許は総じて技術革新を促進した制度かも

しれないが, 数多くの要因の一つにすぎず, 業種によって状況や重要性の差異が極めて大き

な制度でもあった｡
26)

(３) R. C. アレンは18世紀イギリスにおける生産要素価格の差異, つまり高賃金と低エネ

ルギー価格に着目し, 高価な労働を低価の石炭に置き換えるような技術革新を促したと説明

している｡
27)
これにより, イギリスの産業革命においては労働節約的な技術革新が中心となる

という ｢バイアス｣ が賦与されることになった｡ アレンにかぎらず, それまでにも, 要素価

格の差異をイギリスとアメリカの技術革新の特徴に結びつけるハバカクのような議論はあっ

たし, 一般的にもエネルギー・資本集約的な技術のほうが労働集約的なそれよりも進化のペー

スが速いことは指摘されている｡
28)
労働節約的な技術の代表格となるのが蒸気機関であるが,

モキィアは要素価格説についてもいくつかの疑問を投げかける｡ 第一に, 蒸気機関の用途を

考慮すれば, それが一律に労働節約的なものとみなすことはできない｡ ダービーの製鉄所の

例のように, 蒸気機関がふいごに送風する水車の水のくみ上げに使われていたり, さまざま

な用途の馬力を代替した｡ 蒸気力がいち早く導入された紡績工程においては労働節約的な機

能が顕著だったが, それまでの水力に代わったケースも多かった｡ 第二に, イギリス国内で

も石炭価格はあまねく安価だったわけではなく, ニューカッスルなど鉱床から近い場所と,

それから離れたロンドンやコーンウォールでは大きな価格差があった｡ しかもその価格差が,

燃費の改善などの技術革新のペースに影響をあたえたという明確な動向はなかった｡ 第三に,

イギリスの石炭価格が全体的に安めであったとしても, そのことはけっして ｢外生因｣ では

なく, 採掘の技術や輸送手段の改良の産物であり, 技術革新の原因であるというよりむしろ

その成果であった｡ そもそも, アレンが重視する蒸気機関や繊維系の機械以外の中核的発明
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―ソーダ製法, 水力利用の改善, ガス照明, 食品保存, ジャカード織機での紋紙の導入な

ど―は, 要素価格差とはほとんど関係のないものだった｡
29)
そもそも資源の豊富さが生産コス

トを引き下げ補完的な技術の発展を促すという議論と, 資源の欠乏というボトルネックが発

明行為を刺激するという相矛盾する議論が両立していること自体, 資源の多寡を要因にあげ

る説明方法の曖昧さを証明している｡ 先天的な偶然に左右される資源の偏在の恣意性から,

国家は貿易によって解放されるのであり, たしかに石炭や鉄の輸入は産業の追加的なコスト

となるが, その程度の負担は他の面でのコストの差と比べると, なにがしのことでもないと

している｡
30)

発明にあたっての研究開発の段階でも, 労働節約的動機がどの程度作動したのかは明確で

はない｡ ためしに発明に関わる特許申請のファイルを調査してみると, 1660年から1800年の

該当内容で, 労働節約が目的と記されたものはわずか4.2％にすぎなかった (ちなみに資本

節約的ケースは30.8％)｡ 記述内容から判断して労働節約的動機が含まれているとみなされ

るものを加味しても, 全体の約 2割という水準であった｡ ここからも, この時期のイギリス

の技術革新について労働節約的比重が高かったと言うことはできない｡
31)

高賃金についても, なぜイギリスの労働者の賃金水準が高かったのかを考えてみる必要が

ある｡ たしかにロンドンや工業都市での生活費の水準に対応していたこともあるが, それ以

上に, 労働者の生産性自体が高かったために賃金額もそれに連動していたのである｡ つまり,

イギリスの労働者は総じて壮健でスキルも高く, 労働インセンティブも強かった｡ 生産性か

ら乖離した不相応に高い賃金ではなかったので, 高賃金自体が単純に労働節約的動機につな

がったとは言えない｡ さらに, 18世紀イギリスで, 消費ブームと ｢勤勉革命｣ ―じじつイギ

リスの ｢財政革命｣ はこれにより可能になったのであるが―が起こったとするならば, 労働

者は市場に溢れる夥しい奢侈品を購入するために, 労働供給を増やしさえしたのである｡
32)
モ

キィアだけではなくアレンの高賃金発明誘発説については, すぐあとで取り上げるジェイコ

ブも懐疑的である｡ イギリスの鉱山労働者の賃金はフランスとほぼ同水準であったし, 何十

年にわたって実質的な上昇はみられなかったが, 蒸気機関の利用は拡大していった｡
33)

以上のように, モキィアは近年のイギリス産業革命をめぐる重要な議論点について, その

原因や背景の説明としては不十分ないしは必ずしも正しい見解ではないと判断している｡ そ

のことをふまえたうえで, つぎにモキィアの産業的啓蒙主義論自体の反響を見てみよう｡

4 産業的啓蒙主義論の受容と批判

モキィアの産業的啓蒙主義の主張をさらに踏み込んで展開しているのがM. C. ジェイコブ

であろう｡ 2014年に出版された 『最初の知識社会：人的資本とヨーロッパ経済1750�1850』

は, イギリスをはじめ, フランス, オランダ, ベルギーなどの国々で, 特定の科学的文化が
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産業の発展と同時に, あるいはそれに先立って現れていたことを指摘している｡ イギリスに

ついては, モキィアがマクロ発明の担い手たちを中心的事例としたのにたいして, ジェイコ

ブはさらに対象人物の範囲を広げて, 個人的背景や科学的文化とのつながりを追跡している｡

たとえば紡績業者の J. ケネディー ( John Kennedy) と亜麻業者の J. マーシャル ( John

Marshall) がその格好の事例として取り上げられている｡ ジェイコブは, 彼らがビジネスの

拠点としたマンチェスターやリーズが科学的知識を吸収するにあたってのインフラが整って

いたことを確認し, 彼らがいかに知的団体や教会に積極的に関与し, またさまざまな機会と

ルートを利用して熱心に科学的知識を吸収しようとしていたかを明らかにすることによって,

それぞれの業界で実業と科学的知識を結合させるという大きな役割を果たしたことを強調し

た｡
34)
ジェイコブの議論は, 基本的には知識が技術革新につながり, それが産業革命の核心を

なすという供給側の要因を重視した点ではモキィアとまったく共通しているが, けっしてそ

れが ｢十分条件｣ と断じているわけではない｡ もしそうであったら, イギリスではなく教育

制度がはるかに充実していたフランスが最初の成功国となっていたはずである｡ いっぽう,

アレンのような生産要素のみに注目した需要要因での説明は, さらに不適切である｡ もし資

本の多寡が問題であったとすれば, オランダが有利だったはずであり, 高賃金が機械化によ

る労働者の代替を促したとしても, やはりオランダが先行しなければならなかった, と批判

している｡
35)

さきに述べたようにアッシュワースの著作は, イギリス産業革命の支え手としての政府の

役割 (保護政策や租税政策, 戦争や外交政策) をとりわけ重視したことで注目される｡ しか

し産業革命は時期的には17世紀半ばから19世紀半ばまでの時期を対象に, 徹底した国際的視

野のもとで理解されなければならない｡ 彼によれば, 啓蒙的知識が技術進歩の前提とする議

論は新古典派経済学まで遡ることができ, また F. ベーコンが ｢創始者｣ とされている科学

的・合理主義的文化はイギリスだけではなく, ヨーロッパ全体のものとして捉えなければな

らない｡ すなわち, 層の厚い科学の成果を体現したヨーロッパ大陸の技術者や知識人が, イ

ギリスの国内産業を育成するための措置や政策に支えられて, 多くの製造業種や鉱山, イン

フラ開発, そして大学で主導的な役割を果たした｡
36)
またジェイコブもモキィアも, 背景とし

て F. ベーコンの思想の影響力を重視するが, アッシュワースはさきのジェイコブのベーコ

ン論の誤読を指摘する｡ つまりベーコンが機械工や職人のメリットをあげたのは, イギリス

の生え抜きではなく, ヨーロッパ大陸や中国の技術者を想定していたと考えられる,
37)
とい

う｡

おそらくモキィアの産業的啓蒙主義の議論のもっとも雄弁な批判者とみなされているのが

R. C. アレンであろう｡ これは, さきにみたアレン要素価格説, つまり産業革命期の発明と

技術革新の重要な背景として, 労働, 資本, 資源の要素価格の大幅な差異をあげる説をモキィ
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アが批判していることと対をなしている｡ アレンによれば, 産業的啓蒙主義の主張は以下の

四つの重要な論点を有している｡ 第一に, 発明と発明家についてマクロの発明とミクロの発

明に分けられ, とくに前者が重視されていること｡ これはアレンの問題設定の方法とも共通

している｡ 第二に, 発明的活動を支えた多様な社会的ネットワークが存在し, それが絶大な

役割を果たしたこと｡ 王立協会 (Royal Society) を頂点とする公式ないし非公式の組織や会

合, 個人的な親交や情報交換を通じて, 最先端の科学的知識への生産者のアクセスが可能に

なった｡ 第三に, 科学的方法が実験を通じて技術革新に適用されたこと｡ そして第四に, 科

学的知識が知的サークルから実業界にもたらされたように, 階級的には情報があたかも滴下

するかたちで広がったのであり, 職人や耕作者といった ｢下から｣ 産業革命の機動力がもた

らされたのではなかった｡
38)

アレンはこれらの論点に着目したモキィアの慧眼を認めながらも, それが実証的にどれだ

け正しいかどうかを, 発明家たちの経歴を可能なかぎり追うことによって確認しようとする｡

発明家たちの経歴から人数的には産業的啓蒙主義との接点を有した者がむしろ少数者である

ことを指摘したアレンにたいして, モキィアは ｢代表性｣ や ｢平均値｣ がこの場合は重要で

はないと批判したことはすでに述べたが, 知識や情報が ｢滴下｣ することで広まるという図

式は, アレンにはどうしても納得がゆくものではない｡ マクロ発明家は, あたかも神のお告

げを伝える孤高の使徒のように孤立していたのではなく, マクロ発明の効力を改良しその応

用範囲を拡大してゆく二番手三番手のミクロ発明家のサポートが不可欠であった｡
39)
もちろん,

J. スミートンのように法律家の家庭出身で正規の教育を受けて, 王立協会の正規の会員にし

て技師協会の創立者となったような, 啓蒙主義の申し子のような例もあった｡ 一方で, モキィ

アが産業的啓蒙主義とのつながりを強調する発明家のウェッジウッド自身は職人階級の出身

で, 彼の周辺の同じような境遇にあった今日無名の発明家たちの功績に支えられながら発明

活動を行なうことができた｡ しかも王立協会で最初に講演したのは, すでに発明家として認

められたあとの52歳になってからのことであった｡
40)
さらに実験の隆盛については, アレンは

前の時期との量的差異にすぎないとみる｡ すなわち, 18世紀になって発明家と科学者や啓蒙

団体の個人的つながりにより実験主義が台頭してきたのではなく, 何世紀も遡ることができ

る流れの延長線上に位置づけられる｡ もし科学や産業的啓蒙主義が発明を促したとすると,

広範囲での文化の変化の一環として, あるいは ｢魔術からの解放｣ の流れのなかで, そのよ

うな結びつきを探ることも可能かもしれない｡ しかし, 大衆文化の研究によれば, そのよう

な ｢解放｣ がおこったかどうか, あるいはそれが何を生み出したのかについての合意がある

わけではないし, モキィアの言うニュートン主義の広範な受容についても憶測の域を出ない

とみている｡
41)

モキィアの2009年の著作についての書評を書いたクラフツによれば, モキィアもアレンも,
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産業革命期の発明をマクロ発明とミクロ発明に分けているが, 両者に想定されている内容が

やや異なっている｡ モキィアにとってマクロ発明とは, 先駆的事例がないような革新的なア

イディアのことであり, 産業革命ではそのような発明が続出した｡ ミクロ発明とは, その独

創的な発明をビジネス的に有効なものにするための開発段階での発明のことである｡ したがっ

てマクロ発明の場合は経済的動機との結びつきがきわめて弱かったが, ミクロ発明のプロセ

スは経済的動機に裏付けられていた｡ それに対してアレンの理解するマクロ発明は, たしか

にそれ以降の軌跡を拓いた重要な突破口となったという点では共通しているが, アレンにとっ

て肝心な特徴は, それが生産要素の構成比率を劇的に変えた (産業革命の場合は労働節約の

方向へ) ことである｡ ミクロ発明とは導入された技術の現場での応用過程のことであり, こ

ちらでは要素中立的であった｡ もし発明にかかわる三段階を設定すると, まず (i) アイディ

アが生み出され, つぎに (ii) 相当額の経費を投じる研究開発の段階を経て, (iii) 追加的な

改良にいたる｡ アレンの想定するマクロ発明はこのうち (i) と (ii) の両方の段階を含むの

にたいして, モキィアにとってのマクロ発明は (i) の段階のみであり, (ii) と (iii) はミ

クロ発明に分類される｡ それゆえ, アレンのマクロ発明は要素価格のシグナルに敏感なのに

たいして, モキィアのマクロ発明はそうではないという議論が導かれることになる｡ 用語の

使われ方の違いを弁えないと, いたずらに両者の議論の対立点だけが浮き彫りになるのであ

る｡
42)

しかしこれについてモキィアは, 経済的に重要な発明がかならずしも最も画期的な発明と

はかぎらないと見ている｡ たとえば18世紀後半のヘンリー・コートによるパドル圧延法は,

溶鉱炉で銑鉄が錬鉄に加工されるにあたっての効率性を改良した｡ この発明は, 蒸気機関や

紡績機と違って代替手段のなかった製鉄業において欠かせない技術となったが, コートの発

明は画期的な新規性を持つものではなかった｡ 圧延はすでに長年行なわれていたプロセスで

あり, 概念的な新しさは限定的なものであった｡ それにたいして19世紀初頭のジャカード織

機の場合は, パンチカードに空けられた穴の情報により複雑な文様の布地を連続的に織りだ

す技術であった｡ これは革命的な新しいアイディアと言える｡ というのも, この穴を空ける

か空けないかという二進法的な情報は, チャールズ・バッベイジによって計算機の原理とし

て導入され, それは現代のコンピューターの先駆的技術となったからである｡ しかしジャカー

ド織機による製品 (絹および上級毛織物) はほとんどが高級品の市場を対象としたものであ

り, コートの発明と比較するとその経済的利益は限られたものであった｡ 18世紀後半のバルー

ン飛行の実現も, このような類の発明である｡
43)

いっぽうクラフツはモキィアの仮設について, 以下の三点で検証が不十分とみている｡ 第

一に, モキィアのあげているマクロ発明家についての経歴や交友の事実は, 良くてごく一部

の実例にすぎず, 多数の無名なミクロ発明家の場合は量的な検証はとうてい望めない｡ 第二
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に, もし職人の手によるミクロ発明が重要だとすると, モキィアも認めているように, それ

と啓蒙主義との直接のつながりがわかりにくい｡ 第三に, 知識へのアクセス費用の低下がミ

クロ発明の刺激となったという議論はわかりやすいが, それが果たして技術的手引書の活用

や科学にかかわる諸団体の活動の結果であったのか, あるいはむしろ工場制度や都市化の広

がりによる現場での知識の普及の結果であったのかは, なお検証を必要とする｡
44)
そのうえで

こう述べる｡ 総じてモキィアとアレン両者の著作は, 18世紀以降のイギリスで技術的進歩が

継続しそして急激に加速した経緯と背景を我々が理解するにあたり, きわめて有益な洞察を

提供してくれた｡ 両者はそれぞれ相手の主張を批判してはいるが, むしろ補完的な内容と捉

えるのが妥当かつ生産的あろう｡ 生産性の持続的上昇が, 新たな技術の開発とそれに続く漸

進的改良によってもたらされることについては, 経済史家の間では広い合意がある｡ この動

きが啓蒙主義によっていっそう促進されたという主張を, 技術革新活動が賃金や要素価格状

況に反応するものであったという議論と接合すれば, 実り多き成果につながることであろう

と指摘して, モキィアとアレンの議論の対立点ではなく相互補完性に目を向けている｡
45)

5 お わ り に

以上, 本稿では産業的啓蒙主義論を中心にモキィアの所説を見てきたが, その要点および

産業革命研究への貢献として, 次の三点を挙げておこう｡

第一に, 産業革命の背景として科学や啓蒙主義と発明家とのかかわりを説明するにあたり,

多様な情報交換ルートを通じた相互作用的回路を想定していること｡ モキィアは命題的知識

から規範的知識へと一方向的に ｢滴下｣ することではなく, 双方向的な作用, とりわけ規範

的知識でのあらたな知見が命題的知識にフォードバックされストックされることで, いわば

公共財として広くアクセスすることが可能になり, 規範的知識のいっそうの発展につながる

ことを重視した｡ そもそもモキィアは, 産業革命のような出来事を説明するにあたり単純な

因果関係にもとづく議論はそぐわしくなく, 広範なフィードバックと相互作用的な経路依存

のモデルこそが必要とみている｡ いったい産業革命を促進したとされる要因はさまざまにあ

げられているが, ｢促進｣ といっても必ずしも不可欠な要因があるということを意味してい

るのではない｡ いっぽう, ある結果が生じるにあたり必要でも十分でもない要素が原因と考

えられることもある｡ モキィアはこのことを心臓発作にたとえている｡ それは死因となるが,

すべての死が心臓発作を原因とするわけでもないし, すべての心臓発作が致命的というわけ

でもない｡ さらに心臓発作が別の要因によって引き起こされるとするならば, それらの要因

は死にいたる要因といえるのか, あるいは ｢移行メカニズム｣ にすぎないのか｡
46)
モキィアは

こう問いかけることにより, 産業的啓蒙主義がまさにそうであるように, 因果関係の連鎖が

方向の複雑性と多様性を伴って存在しているような問題を扱う場合, アレンのようなナイー
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ブな ｢実証的｣ 批判をかさねることについての論拠事態に疑問を投げかけている｡ たしかに

モキィアとアレンの議論は, マクロ発明とミクロ発明の区別, あるいは発明の背景を説明す

るにあたり (単純に表現すれば) 需要面を重視するか供給面を重視するかなど, 補完的な面

もある｡ しかし両者の議論の方法論的間隔を無視してその補完性を論じることには慎重さが

求められよう｡

第二に, 広い意味での制度的枠組の役割を視野に入れながら, ｢制度学派｣ の議論にとら

われない柔軟な発想によって市場メカニズムの作動と融和的な説明を試みていること｡ ふた

たびさきのクラフツによれば, イギリスの政策や制度面の貢献についてモキィアはその役割

を高く評価するが, 実際には整備に長い期間を要するケースが多く, 啓蒙主義的な見地から

すればその趣旨を妨げたり逆行するものもあり, 政治的利害関係に強く左右されていた｡ モ

キィアの議論にさらに必要とされるのは, 制度や政策が実際に彼の趣旨に添うかたちで改善

されたかだけではなく, それが利害ではなくイデオロギーによって導かれたものであること

を示すことである｡ そのためには, また経済的改革にあたっては思想より経済的利害がはる

かに重要であるという信念を覆し, 改革が技術革新の遂行を著しく促進する効果をもたらし

たことを証明するための, なおいっそうの量的事例が求められよう, と批判的にコメントし

ている｡
47)
しかし, このクラフツの ｢要求｣ は行き過ぎであると思われる｡ モキィアはイギリ

スの技術的創造性がなんらかの特定の制度的要因 (所有権や特許制度など) が背景であった

と主張しているのではなく, 第 3節で述べたように制度自体の柔軟性や適応性, そして敏捷

性が結果的にそれを妨げることがなかったという立場をとっているし, それは, 経済的利害

以外のイデオロギーによって導かれたものではなかった｡ 産業革命が技術進歩の蓄積である

とすれば, 18世紀後半以降のイギリスおよび欧米で開花した技術的創造性を説明できるもの

でなければならないが, それが制度的刺激によるものとは思われない｡ というより, われわ

れは技術進歩やより広い意味での知的イノベーションを育み促進したような ｢制度｣ につい

て, じっさいほとんど知ってはいないのであるとして, 制度 ｢中立｣ 的というよりは, 一種

の ｢不可知論｣ 的立場をとっていることに留意しておきたい｡
48)

第三に, 発明や技術革新をコアに置きながら, 多角的に対象に接近することによって ｢産

業革命｣ 概念の再生につなげようとしていること｡ モキィアは, 産業的啓蒙主義についての

著作群を出版する前に, 概念としての ｢産業革命｣ の有効性について自らの立場を明らかに

している｡ それは P. ハドソンや M. バーグらの研究が注目をあつめ, 産業革命概念の ｢リ

ハビリテーション｣ の必要性が唱えられた時期と一致している｡ すなわち産業革命の ｢革命｣

たる所以は, それがいかに突発的で短い期間で成果をあげたかにあるのではない｡ そうでは

なく, それがもたらした技術進歩と経済の変容がつかの間の出来事とはならなかった点で革

命なのである｡ また, まったくの静止状態から突然の出来事として起こることだけを革命と
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認定するのなら, あまりにも厳しく不適切な要求である (たいがいの政治的革命でさえけっ

してそのようなものではなかった)｡ 革命とは, それゆえ変化率や変化の程度が急速に加速

する事態を想定しているが, どのくらい急速であればその名に値するのか｡ たしかに1760年

から1830年にいたる70年は長い期間であるが, しかしそれ以前の70年, あるいは黒死病以降

のいずれの時期の変化もむなしくするほど多くの変化がおこったのである｡ そのもたらした

影響の深さと長期性が, まさに革命の判断基準なのであり, この点で産業革命の役割は何人

も否定することはできないとしている｡
49)

モキィアは産業的啓蒙主義が政治的現状と平和裏に共存可能であった点も重視している｡

旧体制の打破に果敢に挑む啓蒙主義の思想家たちの一群という図式とは程遠く, イギリスの

産業的啓蒙主義の担い手たちは過激な立場をとることもなく, ヨーロッパ大陸の担い手たち

よりもずっと早い時期から既存の政治や制度, 宗教とは親和的であった｡ 大陸はある時点で

そのようなイギリスの利点に気づき, 習おうとしたのである｡
50)
かつてW. D. ルービンスタイ

ンはM. ウィーナーのイギリス産業衰退論を強く批判したが, 経済的現象の文化的背景を説

明するにあたり, それと合致する文化的要素を意図的に取捨選択してくることは, 時代や国

を問わず可能であろうと指摘している｡ 本稿で扱った産業的啓蒙主義についても, そのよう

な方法的陥穽におちいる危険性をつねに意識すべきであろう｡ ただしそのルービンスタイン

も, イギリスの場合は (少なくともインテリ層の文化に関するかぎりは) 大陸に比べると商

業活動や企業的営為について非敵対的であり, 文化的風土全般も資本主義的エートスに近し

いものであった｡ つまり, 反資本主義的, 反科学的な要素は弱く, 経験主義的, 合理的な志

向性を有していたことをあらためて確認している｡
51)
そのような視角から産業革命の背景を議

論するひとつの枠組みとして産業的啓蒙主義論をとらえることにより, イギリス産業革命自

体についての理解もより深化するものと思われる｡
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